
 

 

平成 29 年７月５日 

記者発表資料 

平成 28 年度一般会計決算見込額の概要 

平成28年度一般会計決算見込額の概要を別添のとおり作成しましたので、お知らせいたします。 

１ 概要 

２ 歳入決算見込額の概要 

３ 歳出決算見込額の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先  

神奈川県総務局財政部財政課 

課長          中谷   電話 045-210-2250 

課長代理（予算調整担当） 黒岩    電話 045-210-2252 



   １ 

 

平成28年度一般会計決算見込額の概要 

 ― 実質収支は黒字を確保したものの、単年度収支は２年連続の赤字 ― 

１ 概 要    

平成28年度決算見込額は、歳入が１兆9,875億300余万円、歳出が１兆9,745億9,200余万円で、歳入から

歳出を差し引いた形式収支は129億1,100余万円のプラスとなり、この額から平成29年度への繰越事業に充

当すべき財源である77億3,400余万円を差し引いた実質収支は、51億7,600余万円の黒字となりました。 

 また、この実質収支51億7,600余万円から前年度の実質収支71億1,300余万円を差し引いた単年度収支は、

19億3,700余万円の赤字となりました。 
 

 
決 算 額 比 較 表 

                                          （単位 百万円、％）  
 

 

区   分 
 

 

平成28年度 
 

 

 

①   
 

 

平成27年度 
 

 

 

②   
 

対 前 年 度 比 較 

 

増 減 額 

①－②  

伸 率 

①／②  

 

歳 入 総 額 

Ａ  
 

 

 

1,987,503 

 

 

1,981,781 

 

 

5,721 
 

 

 

100.3 
 

 

歳 出 総 額 

Ｂ  
 

 

 

1,974,592 

 

 

1,964,893 

 

 

9,698 
 

 

 

100.5 
 

 

歳入歳出差引額 

(形式収支)   Ｃ＝Ａ－Ｂ  

 

 

12,911 

 

 

16,888 

 

 

△3,976 
 

 

 

76.5 
 

 

翌年度への繰越事業 

      に充当すべき財源  Ｄ 

 

 

7,734 
 

 

 

9,774 
 

 

 

△2,039 
 

 

 

79.1 
 

 

実 質 収 支 

Ｅ＝Ｃ－Ｄ  
 

 

 

5,176 
 

 

 

7,113 
 

 

 

△1,937 
 

 

 

72.8 
 

 

    前 年 度 実 質 収 支  

Ｆ  
 

 

 

7,113 
 

 

 

7,547 
 

 

 

△434 
 

 

 

 

  
 

単 年 度 収 支 

Ｇ＝Ｅ－Ｆ  
 

 

 

△1,937 
 

 

 

△434 
 

 

 

△1,502 
 

 
 

  （注）各表中の金額は、表示単位未満切捨てのため、符合しないことがある。 

 

実質収支及び単年度収支の年度別推移 

                                   （単位 百万円） 

区  分 平成17年度 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 

実質収支 4,920  6,024  4,742  4,122  3,674  6,789  4,918  3,879  7,019 7,547 7,113 5,176 

単年度収支 △2,266  1,103  △1,281  △ 620  △ 447  3,114  △1,870  △1,039  3,139 528 △434 △1,937 
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２ 歳入決算見込額の概要 

 （単位 百万円、％） 

款  別 

平成28年度 

 

①  

  平成27年度 

  

②  

  対 前 年 度 比 較 

構成比 構成比 
増 減 額 

①－② 

伸 率 

①／②  

県 税 1,245,574 62.7 1,253,173 63.2 △7,598 99.4 

地 方 譲 与 税 119,115 6.0 138,646 7.0 △19,531 85.9 

地 方 特 例 交 付 金 4,278 0.2 4,232 0.2 45 101.1 

地 方 交 付 税 104,078 5.2 100,896 5.1 3,182 103.2 

交通安全対策特別交付金 1,380 0.1 1,461 0.1 △81 94.4 

分担金及び負担金 1,305 0.1 1,158 0.0 146 112.7 

使用料及び手数料 32,390 1.6 27,548 1.4 4,842 117.6 

国 庫 支 出 金 174,037 8.8 177,933 9.0 △3,895 97.8 

財 産 収 入 6,361 0.3 13,173 0.7 △6,812 48.3 

寄 附 金 265 0.0 208 0.0 56 127.3 

繰 入 金 42,515 2.1 25,046 1.3 17,468 169.7 

繰 越 金 16,888 0.8 20,834 1.0 △3,946 81.1 

諸 収 入 27,137 1.4 24,055 1.2 3,081 112.8 

県 債 212,176 10.7 193,412 9.8 18,764 109.7 

合   計 1,987,503 100.0 1,981,781 100.0 5,721 100.3 

【主な歳入の状況】 

(1) 県 税 

決算額は、１兆2,455億7,400余万円で、前年度に比べ、75億9,800余万円の減と、５年ぶりの減収とな

りました。 

これは、個人県民税の配当割及び株式等譲渡所得割が株価の下落傾向を反映して減収となったことや、

地方消費税が申告制度上の仕組みにより減収となったことなどによるものです。 

 
 県 税 等 決 算 額 比 較 表      （単位 百万円、％）  

区  分 

平成28年度  

 

 

平成27年度 
 

 

対 前 年 度 比 較 

増 減 額 

①－②  

伸  率 

   ①/② 

個 人 県 民 税 465,783 476,346 △10,562 97.8 

県 民 税 利 子 割 2,557 4,983 △2,425 51.3 

法 人 

県 民 税 38,928 46,082 △7,154 84.5 

事 業 税 244,106 213,020 31,085 114.6 

計 283,034 259,103 23,930 109.2 

個 人 事 業 税 18,238 18,106 132 100.7 

地 方 消 費 税 295,248 317,517 △22,268 93.0 

不 動 産 取 得 税 28,957 25,026 3,930 115.7 

県 た ば こ 税 9,424 9,658 △233 97.6 

ゴ ル フ 場 利 用 税 1,577 1,597 △19 98.8 

自 動 車 取 得 税 9,648 9,213 434 104.7 

軽 油 引 取 税 39,552 39,201 350 100.9 

自 動 車 税 91,533 92,394 △860 99.1 

そ の 他 の 税 17 23 △6 73.6 

県   税   計 1,245,574 1,253,173 △7,598 99.4 
 

地 方 譲 与 税 119,115 138,646 △19,531 85.9 

合    計 1,364,689 1,391,820 △27,130 98.1 
 

① ② 



   ３ 

(2) 県 債 

  決算額は、2,121億7,600余万円で、前年度に比べ、187億6,400余万円の増となりました。 

これは、７年ぶりに減収補塡債を発行したことなどによるものです。 

 

３ 歳出決算見込額の概要 

（単位 百万円、％） 

款  別 

平成28年度 

 

①  

  平成27年度 

 

②  

  対 前 年 度 比 較 

構成比 構成比 
増 減 額 

①－②  

伸 率 

①／②  

議 会 費 3,641 0.2 3,487 0.2 154 104.4 

総 務 費 283,818 14.4 302,915 15.4 △19,097 93.7 

県 民 費 11,981 0.6 12,551 0.6 △570 95.5 

環 境 費 10,827 0.5 14,551 0.8 △3,724 74.4 

民 生 費 395,050 20.0 393,122 20.0 1,927 100.5 

衛 生 費 47,145 2.4 40,138 2.1 7,006 117.5 

労 働 費 7,951 0.4 10,549 0.5 △2,598 75.4 

農 林 水 産 業 費 12,864 0.7 10,436 0.5 2,428 123.3 

商 工 費 14,982 0.8 17,195 0.9 △2,213 87.1 

土 木 費 109,359 5.5 94,916 4.8 14,443 115.2 

警 察 費 192,786 9.8 189,600 9.7 3,186 101.7 

教 育 費 596,895 30.2 591,828 30.1 5,066 100.9 

災 害 復 旧 費 405 0.0 440 0.0 △35 92.0 

公 債 費 286,863 14.5 283,084 14.4 3,779 101.3 

諸 支 出 金 20 0.0 74 0.0 △54 27.3 

合   計 1,974,592 100.0 1,964,893 100.0 9,698 100.5 

 

【主な歳出の状況】 

(1) 教 育  費 

  決算額は、5,968億9,500余万円で、前年度に比べ、50億6,600余万円の増となりました。 

これは、高等学校等就学支援金の支給が学年進行で増加したことなどによるものです。 

 

(2) 民 生 費 

   決算額は、3,950億5,000余万円で、前年度に比べ、19億2,700余万円の増となりました。 

   これは、急速な高齢化や保育ニーズの高まりなどに伴い、介護・医療・児童関係費が増加したことなど

によるものです。 

 

(3) 土 木 費 

  決算額は、1,093億5,900余万円で、前年度に比べ、144億4,300余万円の増となりました。 

  これは、リニア中央新幹線県内駅設置に向けた相原高校移転先用地の取得や、首都高速道路株式会社が行

う道路建設事業の進捗に伴う出資金の増などによるものです。 


